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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２４年度 平成２３年度 伸び率 

予算総額 １５２,９９２,５２９千円 １４２,０６９,２２３千円 ７．７％ 

一般会計構成比         ９.１％         ８.４％    － 

 

 

Ⅱ 主な新規事業および重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 救急医療体制の充実 

   Ｐ １ 一部新規 ドクターヘリ２４時間体制の再構築【医療整備課】    ３２７,６８９ 

  Ｐ ２  一部新規  救急医療機関の施設・設備の整備【医療整備課】   １，０４０,２２５ 

  Ｐ ３      医師の派遣による救急医療体制の整備【医療整備課】   １０７,１００ 

  Ｐ ４  一部新規  朝まで小児救急電話相談【医療整備課】          ４６,８７２ 

 

 ２ 医師確保対策の推進 

  Ｐ ５  新規  新たな医師確保策の調査・検討              ３２,７５７ 

                    【保健医療政策課】【医療整備課】 

  Ｐ ６  一部新規  医学生・研修医の誘導・定着の促進【医療整備課】    ２１９,３６９ 

  Ｐ ３      医師の派遣による救急医療体制の整備【医療整備課】      １０７,１００（再掲） 

 

 ３ 健康長寿と総合的な疾病対策の推進 

  Ｐ ７ 新規 健康長寿埼玉プロジェクトの推進【健康づくり支援課】   ９３,２２０ 

  Ｐ ８  一部新規 がん対策の推進【疾病対策課】【医療整備課】      １１２,１２８ 

  Ｐ ９      特定健康診査等実施事業への支援【国保医療課】    １,３１４,７７８ 

 

 ４ 健康危機管理・自殺対策の推進 

  Ｐ１０    衛生研究所の移転改修【保健医療政策課】  継続費総額 ４,１６０,０００ 

  Ｐ１１ 一部新規 自殺対策緊急強化基金事業の実施【疾病対策課】      １５３,７８６ 

                           

 ５ 市町村国民健康保険等への支援 

  Ｐ１２      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】   ４７,７８９,３７３ 

  Ｐ１３    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】     ５０,１７６,８３０ 

  Ｐ ９      特定健康診査等実施事業への支援【国保医療課】    １,３１４,７７８（再掲） 
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埼玉医科大学 

総合医療センター（川越市） 

防災航空センター（川島町） 

ドクターヘリ２４時間体制の再構築 

 

    担当 医療整備課 医療整備担当 

                                            内線 ３５３８     

 

１ 目  的 

  ドクターヘリ専用機の日中運航と、防災ヘリを活用した早朝・夜間のドクター 

 ヘリ的運航により、ドクターヘリ２４時間体制を確保し、重篤患者の救命率向上 

 を図る。 

 

２ 予算総額     ３２７，６８９千円 

 

３ 事業概要 

（１）ドクターヘリ運営事業              ２１１，８６５千円 

   高度救命救急センターである埼玉医科大学総合医療センター（川越市）にド 

  クターヘリ専用機を常駐させ、消防本部からの要請に応じて医師や看護師を現 

  場に送り込み、迅速な初期治療を行うとともに、救命救急センター等に速やか 

  に重篤患者を搬送する。 

  （運航時間：午前８時３０分から日没３０分前まで） 

 

（２）ドクターヘリ２４時間体制整備推進事業（新規）  １１５，８２４千円 

   ドクターヘリの２４時間体制を整備するため、新たに３機体制となる防災ヘ 

  リを活用して早朝・夜間におけるドクターヘリ的運航を行う。 

   大型化した防災ヘリの離着陸が可能となるよう、埼玉医科大学総合医療セン 

  ターの地上ヘリポートに夜間照明灯や専用機の格納庫を整備する。 

 

 

 防災ヘリを活用した早朝・夜間ドクターヘリ的運航 

 

 

 

                            

               

 

 
ヘリポートへの 

格納庫・夜間照明整備 

県内各地に 

２０分以内で到着 

医師・看護師 

搭乗 
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救急医療機関の施設・設備の整備 

 

    担当 医療整備課 企画・総務担当 

                                          内線 ３５４５     

 

１ 目  的 

  救急患者の受入れ体制を強化するため、救命救急センターや小児救急医療機関 

 などの高度・専門的な医療を担う病院の施設・設備を整備する。 

 

２ 予算総額     １，０４０，２２５千円 

 

３ 事業概要 

（１）救急医療体制の強化（新規） 

  ア 救命救急センターの機能強化          ２２９，８３３千円  

    救命救急センターにおいて救急患者に対する診療機能を強化するため、高 

   額医療機器等を整備する。 
 
    実施医療機関 済生会栗橋病院・川口市立医療センター 

           獨協医科大学越谷病院 

 

  イ 二次救急医療機関の機能強化          ３４７，６７５千円  

    二次救急医療機関において救急患者に対する診療機能を強化するため、高 

   額医療機器等を整備する。 
 
    実施医療機関 草加市立病院・さいたま市立病院・越谷市立病院 

           済生会川口総合病院 

 

（２）小児救急医療体制の強化             ４６２，７１７千円 

    利根保健医療圏において、輪番空白日が生じている小児二次救急医療体制 

   を充実させるため、小児専門拠点病院を整備し、２４時間３６５日体制で救 

   急医療を実施する。 

 

                           

                        

                             

土屋小児病院（久喜市） 24時間 365日体制で、

小児救急を実施する。 

小児科診療所・病院の 

医師が救急医療体制を 

支援する。 

地域の小児科医師 

入院診療が必要な患者 

を受け入れる。 

小児救急医療機関

(初期) 
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医師の派遣による救急医療体制の整備 

 

            担当 医療整備課 企画・総務担当 内線 ３５４５ 

                     医師確保対策担当 内線 ３５４６ 

                                                

 

１ 目  的 

  医師不足により救急医療体制を維持することが困難な病院に対して、大学や県 

 立病院から医師を派遣することにより、救急医療体制を整備する。 

 

２ 予算総額     １０７，１００千円 

 

３ 事業概要 

（１）寄附講座の設置・運営（拡充）           ５７，０００千円 

   医師不足により救急医療体制を維持することが困難な病院を支援するため、

大学医学部に研究講座を開設し、その研究の一環として病院に医師を派遣する。 

   病院は大学医学部から指導医等の派遣を受けることで、救急医療体制を強化

するとともに、その指導により研修医を育成・確保する。 
 

    平成２３年度 １講座 → 平成２４年度 ４講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）小児科当直医の派遣                ５０，１００千円  

   埼玉県立小児医療センターや大学病院の小児科医を小児救急医療機関へ当 

直医として派遣することにより、小児科勤務医の負担軽減及び小児二次輪番空

白日の解消を図る。 

 

寄寄附附講講座座ににつついいてて  ～～深深谷谷赤赤十十字字病病院院のの例例～～  

県県・・深深谷谷市市  

大大学学医医学学部部  
○講座名 
「「埼埼玉玉医医科科大大学学救救急急医医療療人人材材育育成成寄寄附附研研
究究部部門門」」をを2233年年44月月11日日にに開開設設 
 
○講座運営に必要な資金の支払い 
  （研究調査費） 

救急医療に関する調査研
究や医師の育成と派遣を
目的とした研究講座を開設 

深深谷谷赤赤十十字字病病院院  

研究講座開設 

資金負担 

毎年度、 

研究報告書を提出 

期待される効果 

○医師不足の解消 

○優秀な救急指導医の派遣により研修医を誘引 

 研究の一環として医師派遣 
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   子どもの急な病気・けが 

        （発熱、下痢、嘔吐、けいれん等） 

朝まで小児救急電話相談 

 

    担当 医療整備課 医療整備担当 

                                            内線 ３５３８     

 

１ 目  的 

  子どもの急な病気やけがの相談に対し、受診が必要かどうかや家庭での対処方 

 法等を看護師がアドバイスする小児救急電話相談（＃８０００）を翌朝まで時間 

 を拡大して行い、保護者の不安を解消する。 

 

２ 予算総額     ４６，８７２千円 

 

３ 事業概要 

（１）小児救急電話相談事業               ２２，３２０千円 

   ＃８０００にかけると、小児科の経験豊富な看護師が電話相談に応じ、子ど 

  もの急な病気やけがの対処方法等をアドバイスする。 

 

（２）朝まで小児救急電話相談事業（新規）        ２４，５５２千円 

   現行の午後１１時までの相談時間を拡大し、毎日、翌朝７時まで相談を受け 

  付ける。 

 

   

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

月～土 

日・祝 

小児救急電話相談 

＃８０００ 
（県内同一短縮番号） 

 

●保護者の不安解消 

 

 

 

 

 

●不必要な受診の抑制 

 

 

●救急医療機関の勤務医 

   の負担軽減 

 

３６５日 
朝まで実施 

9時・・・19時・・・・23時・・・・・・翌朝7時 

現 行 時間拡大 

効  果 

相談の約８割が 

当日の受診不要 
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新たな医師確保策の調査・検討 

 

            担当 保健医療政策課 政策企画担当 内線 ３５２６ 

               医療整備課 企画・総務担当 内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

  産科、小児科などの特定診療科や救急医療を担う医師の不足及び地域による医

師の偏在が生じている。 

  このため、医学部設置の可能性について調査・検討を行うとともに、医師バン

ク機能など医師確保に係る様々な機能を有する本県独自の組織の創設を検討す

る。 

 

２ 予算総額       ３２，７５７千円 

 

３ 事業概要 

（１）医学部調査・検討事業（新規）           ２１，８４４千円 

   医療ニーズの現状分析や将来推計を行い、「医療提供体制整備」、「医師等 

医療従事者確保」及び「医学部設置の可能性」を検討する。 

 

 

 

 

 

（２）医師・看護師等支援組織（仮称）検討調査事業（新規）１０，９１３千円 

   県内で必要な医療機能を担う医療機関に対する医師確保の支援や医師派遣な 

  ど、医局的な機能を有する「医師・看護師等支援組織（仮称）」の創設を検討 

  する。 
 

  【支援組織のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 医療ニーズの 

現状分析 

将来推計 

医療提供体制

整備の検討 

医師を始めと

する医療従事

者確保の検討 

医学部設置の

可能性の検討 
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医学生・研修医の誘導・定着の促進 

 

    担当 医療整備課 医師確保対策担当 

                                           内線 ３５４６ 

１ 目  的 

  不足する診療科の医師の確保と医師の地域偏在を解消するため、医学生や臨床研修

医等に対する奨学金や研修資金の貸与及び研修病院の積極的なＰＲにより、県内医療

機関への誘導・定着を図る。 
 
２ 予算総額     ２１９，３６９千円 
 
３ 事業概要 

（１）県外医学生に対する奨学金の貸与（新規）        ２９，０００千円 

   対   象：県内居住者又は県内高校の卒業生等で、県外の大学医学部へ進学 

         を予定している者 

   貸 与 金 額：月額２０万円以内、入学金１００万円以内 

   貸 与 人 数：５人（平成２５年度入学予定者） 

   返還免除条件：県内の医師確保が必要な地域の公的医療機関や産科、小児科又は 

         救命救急センターに貸与期間の１．５倍（９年間）勤務した場合 

   経 過 措 置：県外の大学医学部に在学する５･６年生も対象 

          （貸与人数１０人） 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
（２）地域枠医学生に対する奨学金の貸与           ６２，０００千円 

   県内大学の医学部に設けられた地域枠の医学生に対して奨学金を貸与し、大学卒

業後、県が指定する医療機関で貸与期間の１．５倍の期間（９年間）勤務すること

により返還を免除し、県内への誘導・定着を促進する。 

   貸 与 人 数：新規１０人 
 
（３）臨床・後期研修医に対する研修資金の貸与       １１８，８００千円 

   産科、小児科、救命救急センターの医師を目指す臨床研修医及び周産期母子医療

センター、救命救急センターの後期研修医に研修資金を貸与し、研修修了後、県内

の産科、小児科又は救命救急センターに貸与期間の１．５倍の期間勤務することに

より返還を免除し、県内への誘導・定着を促進する。 

   貸 与 人 数：臨床研修医・新規２０人、後期研修医・新規２０人 
 
（４）研修病院の魅力発信（一部新規）             ９，５６９千円 

   本県独自の臨床研修病院合同説明会を開催するほか、新たに民間が主催する医学 

  生向けの大規模な合同説明会に参加することにより、全国の医学生に対して県内の 

  臨床研修病院の魅力を発信する。 

 
        大学１年生………………………６年生 （卒後２年間）………………………………９年間 

                                【臨床研修】                                         

 

奨学金貸与 

（６年間） 

イメージ図 

   ９年間、医師の確保が必要な地域の  

   公的医療機関や特定の診療科に勤務 

卒業 入学 

返還免除 
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健康長寿埼玉プロジェクトの推進 

担当 健康づくり支援課 健康増進・食育担当 

                内線 ３５７３            

 

１ 目  的 

  小鹿野町での検証を踏まえ、身体的な健康づくりと住民参加や就労による生き

がいづくりを柱とする健康長寿埼玉モデルの取組を都市部へも展開させる。 

   

２ 予算総額     ９３，２２０千円 

 

３ 事業概要 

（１）健康長寿モデル都市との共同事業            ７９，６５４千円 

  ア 健康長寿埼玉モデルの実践 

    県とモデル都市が共同で健康長寿に関する事業を実施し、その成果を埼玉モ 

   デルとして確立する。  

   （健康長寿モデル都市：東松山市、朝霞市、坂戸市）  

    

   

 

 

 

   

   

   

  イ アドバイザーの派遣  

    モデル都市の円滑な事業推進のため、モデル都市に専門のアドバイザーを派 

   遣する。 

 

  ウ 健康管理システムの導入  

    健康長寿を妨げる最大要因である生活習慣病を予防するため、ＩＴを活用 

   し、体重や体脂肪、歩数、血圧等のデータを収集して、食事指導、運動指導、 

   保健指導を行う。 

 

（２）健康長寿ムーブメントの拡大             １３，５６６千円 

   県と全保険者が協力して、受診率向上を目指して集中的に啓発活動を実施す 

  ることにより、全県に健康長寿の気運を拡大させる。 

     

 

健康長寿埼玉モデル 

   まるごと健康支援  

  （健康づくりの仕組み）  
・医療費分析に基づく健康課題  

 の解決   

・生活習慣病の予防  

・団地まるごと介護予防  

    生きがいづくり  
 

・高齢者の就労  

・地域防犯グループなど自主 

 グループ支援  

・地域助け合い、コミュニティ再生  

 

 

健康あっての    

地域活動  
 

地域活動したい 

から健康を守る  

 
相乗関係 
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がん対策の推進 

 

担当 疾病対策課 企画・調整担当 内線 ３５９３ 

医療整備課 企画・総務担当 内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

  県民が質の高いがん医療を受けることができる体制の整備を図るとともに、が 

 ん検診の受診について普及・啓発を図る。 

 

２ 予算総額     １１２，１２８千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん検診の普及啓発・受診勧奨等           １８，２９５千円 

 がん検診受診率の向上を図るため、がんに関する知識の普及啓発や受診勧奨

を推進。 

ア 県が認定する「がん検診受診推進サポーター」との連携 

イ 「県民サポーター制度（仮称）」を新たに創設し、県民への直接・個別の

働きかけを強化（新規） 

ウ 主婦層等被扶養者や自営業者に的を絞った受診勧奨 

エ 市町村が実施するがん検診の精度向上を支援するため、がん検診の結果を 

 集計・分析し、市町村に提供 

 

（２）がん診療連携拠点病院の機能強化等          ７０，１４４千円 

ア 地域がん診療連携拠点病院（９病院）の質の高い医療提供体制を支援 

イ がん診療に携わる医師に緩和ケアの知識を習得させる研修を実施 

ウ 臨床実践能力の高い看護師の育成を目指した研修を実施 

 

（３）地域がん登録の実施                 ２３，６８９千円 

県内のがんの罹患、発見経緯等の実態を把握・分析し、今後の県のがん対策

に生かすため、「地域がん登録」を実施。 

〈収集する項目（標準登録項目数：２５項目）〉 

○診断に関すること：原発部位名、診断名、発見経緯、進展度 など 

○治療に関すること：治療方法、治療結果 など 
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特定健康診査等実施事業への支援 

 

    担当 国保医療課 国保事業担当 

                                            内線 ３３６０     

 

１ 目  的 

  生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特定 

保健指導を実施する国保保険者である市町村及び国保組合に対し支援を行う。 

 

２ 予算総額    １，３１４，７７８千円 

 

３ 事業概要 

（１）特定健康診査等実施事業（市町村国保）      １，２７４，９７８千円  

   市町村国保に対し、特定健康診査及び特定保健指導に要する経費の一部を負

担する。（国 1/3、県 1/3、市町村国保 1/3） 

 

（２）特定健康診査等実施事業（国保組合）         ３９，８００千円  

   国保組合に対し、特定健康診査及び特定保健指導に要する経費の一部を補助

する。 

 

 

■特定健康診査・特定保健指導とは■ 

 ○ 平成２０年度から、保険者に対し、４０～７４歳の被保険者を対象とした特

定健康診査及び特定保健指導の実施が義務付けられた。 

 ○ 特定健康診査は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者及

び予備群を発見するための健診である。 

 ○ 一方、特定保健指導は、これらの方々を対象に、生活習慣改善のための保健

指導（動機づけ支援、積極的支援）を専門職（医師、保健師、管理栄養士等）

が行うものである。 

 

 

     

 

 
■ 動機づけ支援 
○ 実行可能な生活習慣改善目標を立てるた 
  めの支援 
 
■ 積極的支援 
○ 内臓脂肪減量のための行動目標を立て、 
  一定期間、保健師等が支援 
       

特定保健指導 
 

 
■ 基本的な健診      ■詳細な健診 
○ 問診         ○心電図検査 
○ ＢＭＩ、腹囲     ○眼底検査 
○ 血圧測定       ○貧血検査 
○ 血液検査       ※必要があれば 
 (脂質、肝機能、血糖 ) 
○ 検尿など 
 

特定健康診査 
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衛生研究所の移転改修 

 

    担当 保健医療政策課 政策企画担当 

                                        内線 ３５２１     

 

１ 目  的 

広域災害時の危機管理機能を強化し、効率的な検査体制の実現を図るため、現

在さいたま市に設置されている衛生研究所を吉見町に移転する。 

 

２ 予算総額   継続費 ４，１６０，０００千円 

          平成２４年度 １，３４８，２８４千円 

          平成２５年度 ２，８１１，７１６千円 

 

３ 事業概要 

衛生研究所を旧県立吉見高等学校に移転し、建物の改修工事を行う。   

   

（１）工事内容 

 

 平成 24年度 平成 25年度 

建物改修工事   

外構工事、移転（予定）   

 

（２）効 果 

○ 広域災害時の危機管理機能の強化（さいたま市との相互補完） 

○ 効率的な検査体制の実現（県内各所からのアクセスが容易） 

○ 県有資産の有効活用（耐震補強済みの旧県立吉見高校の活用） 

○ 組織体制の見直し（深谷支所の廃止による効率的な組織） 
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自殺対策緊急強化基金事業の実施 
 

                                       担当 疾病対策課 総務・精神保健担当  

                                       内線 ３５６５  
 

１ 目  的 

  本県の総合的な自殺対策の強化・充実を図り自殺を抑制するため、県、市町村、

民間団体が連携して事業を実施する。 

 

２ 予算総額     １５３，７８６千円 

 

３ 事業概要 

（１）民間団体との連携・支援              ５２，５００千円 

  ア 電話相談の充実 

    「埼玉いのちの電話」等に対する補助（相談員の確保・研修、広報等） 

イ 対面相談の充実 

    「暮らしとこころの総合相談会」の開催（毎週木曜日） 

  ウ 自殺ハイリスク者（薬物・アルコール依存症者等）への支援 

エ 鉄道会社の自殺防止事業に対する支援 

 

（２）地域での取組の推進               １０１，２８６千円 

  ア 市町村の取組（相談体制の整備等）への支援 

イ 小中学生への「命の大切さ」の教育に対する支援 

  ウ 地域医療に対する支援 

  （ア）うつ病の診療・支援基盤の強化 

（イ）「こころの健康相談統一ダイヤル」への通年加入（新規） 

より多くの人が相談しやすい体制を整備するため、精神保健福祉センタ

ーで実施しているこころの電話相談を全国統一ダイヤルに接続 

 

 

 

 

精神科医と一般かかりつけ医の

連携強化 

・ 一般かかりつけ医でうつ病患 

  者を発見したときの日常の連 

  携体制の構築 

・ 精神医療関係者への研修 

 

精神科医 

一般 

かかりつけ医 

（内科医等） 

連携 

 
患者（身体疾患＋うつ病） 

うつ病の診療・支援基盤の強化 
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市町村国民健康保険事業への支援 

 

    担当 国保医療課 国保事業担当 

                                          内線 ３３５６     

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ４７，７８９，３７３千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整交付金         ３４，３００，０００千円  

   市町村間における、被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均

衡を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等に対

して交付する。（医療給付費の９％、県 10/10） 

 

  【参考】平成２４年度の改正 

   都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のた

め、都道府県調整交付金を医療給付費の７％から９％に引き上げる。これに伴い、国

の定率国庫負担金を医療給付費の３２％とする。 

 

 

（２）国民健康保険運営安定化事業費       １３，４８９，３７３千円 

  ア 保険基盤安定事業負担金           

    市町村保険者の財政基盤安定に資するため、低所得者に対する保険税軽減

相当額の一部を負担する。（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

また、軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

   （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

 

  イ 高額医療費共同事業負担金         

    国民健康保険団体連合会が行う高額医療費共同事業に対して、市町村が負

担する拠出金の一部を負担する。（国 1/4、県 1/4、市町村 1/2） 

 

保 険 税（５０％） 

国調整 

交付金 

（９％） 

定率国庫 

負担金 

（34→32％） 

 

 

県調整 

交付金 

(7→9％) 

 

２
％
県
調
交
移
行 
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後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

             内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度について、その運営が健全かつ円滑に行われるように、運 

営主体の広域連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ５０，１７６，８３０千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費            ４８，７５５，１７６千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費     １，４２１，６５４千円  

後期高齢者医療制度に財政不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた 

め、県で設置している基金に、積立てを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の 

保険料 

１割 

 

 
 

患
者
負
担 

 
 

 
（診
療
費
の
１
割
） 

 
 
 

 

負
担 

 
 
 
 

 
 

高
齢
者
の
保
険
料 

 

約
１
割 

 
 
 

 

納
付 

被保険者          
        
                             

財政リスクを分散・軽減する仕組み                

高額医療費に対する支援  
            

レセプト１件当たり 80万
円を超える部分を公費補填 

市町村 
  

保険料軽減策      
            

低所得者等に対する保険料
軽減分        
           

           
            
      

 

後期高齢者支援金    

 （現役世代の保険料）  

 約４割 

            

            

 

公費 ５割            

［国：都道府県：市町村＝４：１：１］ 

    

医療  

給付   

財政安定化基金     
             

保険料未納・医療給付増の
リスクに対応       
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